
ガバナンス態勢高度化への取組み

●コーポレートガバナンス態勢高度化へのあゆみ

　ご契約者（注1）を「社員」とする「相互会社」として、ご契約者の
意思を経営に反映させるよう努めるとともに、総代立候補制
の導入、指名委員会等設置会社への移行等、ガバナンス（企業
統治）の強化と経営の透明性向上を図ってきました。
　上場会社を対象としている「コーポレートガバナンス・コー
ド」は、相互会社である当社に対して直接の適用はありません
が、実効的なコーポレートガバナンスの実現に資する主要な
原則を取りまとめた同コードの趣旨・精神をふまえ、当社も主
体的にその各原則への対応を行なっています。
　また、コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基

　「確かな安心を、いつまでも」という経営理念をふまえ、次に
掲げる基本的な考え方に沿って、コーポレートガバナンスの高
度化を実現します。
● 当社は、お客さまの生涯にわたる保障を提供する生命保険
会社の使命と、超長期にわたる生命保険契約の特性をふま
え、お客さまの保険金・給付金を確実にお支払いし、お客さ
まに確かな安心と豊かさをお届けするために、相互会社とし
てコーポレートガバナンス態勢の高度化に取り組むことが
経営上の最重要事項であると考えます

本方針を定めた「コーポレートガバナンスに関する方針」を公
表し、主体的な情報開示やご契約者との対話の充実等を通
じ、コーポレートガバナンスのよりいっそうの高度化に取り組
んでいます。
　当社のコーポレートガバナンス態勢およびその高度化への
取組みにつきましては、当社ホームページに公表している
「コーポレートガバナンスに関する報告書」において継続的に
開示しています。
（注1）剰余金の分配のない保険のみにご加入のご契約者を除く

● 当社は、お客さま、従業員、地域社会等、さまざまなステーク
ホルダーとのかかわりが、企業の持続的な発展に必要不可
欠であると認識し、それぞれのステークホルダーとの適切な
関係の構築・強化に努めます

● 当社は、コーポレートガバナンスに関する取組みをさらに推
進するため、コーポレートガバナンスに関する方針を策定
し、かつ、 常にこれを見直すことで、より良いコーポレートガ
バナンス態勢を構築し、会社の健全性を維持・確保しつつ、
迅速・果断な意思決定を通じた会社の持続的な成長および
永続的な企業価値の向上をめざします

コーポレートガバナンスへの取組み

基本的な考え方

コーポレートガバナンスに関する方針は当社ホームページに開示しています。
https://www.meijiyasuda.co.jp/profile/csr/governance/pdf/governance_guideline.pdf

2006年 ●総代立候補制の導入
●取締役の過半数を社外取締役へ
●委員会設置会社（注2）への移行　（注2）2015年5月～指名委員会等設置会社

2015年 ●コーポレートガバナンスに関する方針の制定
●社外取締役会議の創設

2019年 ●グループ経営管理態勢の強化
  （グループ責任者、グループ経営本部会議の創設）

2021年 ●執行役を兼務しない取締役会長とすることで、監督と執行の分離をより明確化

2023年 ● IT・デジタル委員会の創設
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ガバナンス態勢高度化への取組み

　経営全般に「社外の目」をいっそう取り入れ、意思決定プロ
セスにおいて顧客保護の視点を重視するとともに、ガバナン
スの高度化と透明性の向上を図ることを目的に、2006年7月
に委員会設置会社（指名委員会等設置会社）に移行しました。
経営の監督機能と執行機能を制度上明確に分離するととも

　社外取締役が過半数を占める監査委員会の傘下に監査部を設置しています。監査部の経営からの独立性を強め、監査委員会
が監査テーマを設定する等、監査部に直接指示する態勢を構築することで、監査委員会の高い実効性を確保しています。

に、取締役の過半数（11人中6人）を社外取締役とすることで
経営監督機能の強化を図りました。また、人員構成の多様性
に留意するとともに、監督機能の実効性・継続性に配慮しつつ
社外取締役の在任期間について原則8年を超えないこととし
ています。

監督機能の強化に向けた態勢整備

監査委員会への内部監査機能の直属化による実効性の向上
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● 経営管理体制図
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